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作成年月 ；平成１５年５月
担当課室名；リサイクル推進課
決 裁 者；貞森 恵祐

平成１５年度 事前評価書

リサイクル関連の情報提供、普及啓発、市場環境整備施 策 名

（○問題と考える現状をどういう状態にしたいのか。○施策が何を対象として、何を達成しようとするものなのか。）１．施策の目的

リサイクル等循環型社会関連の情報提供や普及啓発（人材育成・教育を含む）、市場環境

整備を実施し、循環型社会構築に向けて、事業者や国民の取り組みを促進するとともに、廃

棄物の発生抑制、部品等の再利用、原料等としての再利用による循環型社会の構築に資す

る調査を実施する体制を整備する。

具体的な目標として、平成１１年９月にダイオキシン対策関係閣僚会議において策定された

廃棄物の削減目標（発生抑制目標及びリサイクル目標等）を達成し、平成２２年度までに一般

廃棄物及び産業廃棄物のリサイクル比率を高めることにより、平成８年度に比して最終処分

量の半減を目指す。

（○国民や社会のニーズ、○より上位の行政目的に照らした妥当性、○公益性・市 場の失敗、○官民の役割分担、２．施策の必要性
○国と地方の役割分担、○民営化・外部委託の可否、○緊要性の有無、○他の類似施策、○廃止・休止の可否＜継続＞）

＜背景＞

我が国は、日常生活や経済活動が有限で枯渇性の資源に依存するという資源制約に直面

する一方、廃棄物の発生量は年間４．７億㌧にのぼり、廃棄物処理場の残余年数も、一般廃

棄物については、１１．２年、産業廃棄物については３．１年と逼迫した状況にあるという環境

制約に直面しており、今後これらが経済活動への過大な制約となりかねない。

これらの課題を克服し、２１世紀に向けて良好な環境の維持と持続的な経済成長を両立さ

せるためには、現在の経済システムの基調を成す大量生産・大量消費・大量廃棄型の経済シ

ステムから、環境制約や資源制約への対応を産業活動や経済活動のあらゆる面にビルトイン

した「循環型社会」を構築することが急務となっている。具体的には、廃棄物の発生抑制（リ

デュース＝Reduce）、製品や部品の再使用（リユース＝Reuse）、原材料としての再利用（リサ

イクル＝Recycle）が必要であり、いわゆる「３Ｒ（スリーアール）」を総合的に推進することが必

要。

（参考）発生抑制目標及びﾘｻｲｸﾙ目標等（平成11年9月ﾀﾞｲｵｷｼﾝ対策関係閣僚会議決定事項）

（平成８年度） （平成２２年度）

○一般廃棄物の減量化

①排出量予測 （５３百万㌧ → ５０百万㌧）

②再生利用量を１０％から２４％に増加 （５.5百万㌧ → １２百万㌧）

③最終処分量を半分に削減 （１３百万㌧ → ６.5百万㌧）

○産業廃棄物の減量化

①排出量予測 （４億２６百万㌧ → ４億８０百万㌧）

②再生利用量を４２％から４８％に増加 （１億８１百万㌧ → ２億３２百万㌧）

③最終処分量を半分に削減 （６０百万㌧ → ３１百万㌧）
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このような状況の下、平成１２年には循環型社会形成推進基本法、資源有効利用促進法、

自動車リサイクル法をはじめとした廃棄物・リサイクル関連６法が制定され、循環型社会の構

築に向けた法体制が整備されたところ。

＜必要性＞

・循環型社会の構築の推進にあたっては、国、地方公共団体、事業者、消費者等の関係者の

適切な役割分担の下に、生産・流通・消費等の各段階の実態を踏まえた個別分野毎の３Ｒシ

ステムの構築、情報の提供及び人材育成・循環教育が必要である。

・循環型社会を構成する分野毎の３Ｒに関する事業の実態把握、課題抽出等の調査を行う等

の事業環境を整備する取組は、その成果が、受益者が特定できず、社会全体の資源の有効

な利用、環境の保全、最終処分場の逼迫問題の解決に資するものであることから、公共財供

給の性格を有し、公益性が存在するため、行政の関与が必要である。

・国民全般に対する循環型社会関連の情報提供は、その成果が、受益者が特定できず、社会

全体の資源の有効な利用、環境の保全、最終処分場の逼迫問題の解決に資するものである

ことから、公共財供給の性格を有し、公益性が存在するため、行政の関与が必要である。

・循環型社会の担い手である民間事業者に対する人材育成や、将来の担い手である児童・生

徒に対する教育も同様に、公益性が存在するため、行政の関与が必要である。

＜閣議決定等上位の政策決定＞

このような観点から、平成１２年の国会で成立した循環型社会形成推進基本法の第２７条

において「循環型社会の形成に関する教育及び学習の振興等」、同法第２９条において「調査

の実施」が規定されており、循環型社会の構築に関する広報活動の充実を図ること及び調査

等の事業環境整備の実施は国の責務とされているところである。

※ 循環型社会形成推進基本法
（循環型社会の形成に関する教育及び学習の振興等）

第２７条 国は、第２５条の環境の保全に関する教育及び学習の振興並びに前条の民間団体等が自
発的に行う環境の保全に関する活動の促進に資するため、個人及び法人の権利利益の保護に配
慮しつつ環境の保全に関する必要な情報を適切に提供するように努めるものとする。
（調査の実施）

第２９条 国は、環境の状況を把握し、及び環境の保全に関する施策を適正に実施するために必要な
監視、巡視、観測、測定、試験及び検査の体制の整備に努めるものとする。

目標、指標、モニタリング方法、達成時期、評価時期、外部要因など３．施策の概要、
（○コスト、○これまで達成された効果、今後見込まれる効果、○効果の発現が見込まれる時期、○目標達成状況に影響しうる外部要因等）

(0)施策全体

＜新重点４分野における絞込みの考え方＞

・循環型社会の構築・地球環境問題への対応

リサイクル等循環型社会関連の情報提供や普及啓発（人材育成・教育を含む）、市場環

境整備を実施し、循環型社会構築に向けて、事業者や国民の取り組みを促進するととも

に、廃棄物の発生抑制、部品等の再利用、原料等としての再利用による循環型社会の構

築に資する調査を実施する体制を整備を図るものであり、新重点４分野のうち、「循環型社

会の構築・地球環境門外への対応」に該当するものである。
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平成１１年９月にダイオキシン対策関係閣僚会議において策定された廃棄物の①目標；

削減目標（発生抑制目標及びリサイクル目標等）を達成し、平成２２年度までに一般廃棄

物及び産業廃棄物のリサイクル比率を高めることにより、平成８年度に比して最終処分

量の半減を目指す。

②目標達成状況に影響しうる外部要因など考慮すべき事項

各種リサイクル関連法令等の改正などに伴う事業者、消費者等に対する最終情報の

伝達等

(1)循環ネットワーク整備事業（予算：委託事業）

循環ビジネス支援に資する情報システムを整備するため、総合的な情報提供サイト① 説明；

（ポータルサイト）を構築するとともに、国内関係の情報サイト及び国際関係の情報サイトを整

備する。

1) 国内関係の情報サイト

ⅰ）グリーン購入法適合製品やエコラベル適合製品といった環境配慮型製品に関する情

報を提供するサイト

ⅱ）改正資源有効利用促進法において導入する予定の事業者策定計画の情報を公開す

るサイト

ⅲ）リサイクル部品の電子取引市場など循環市場の創設に必要な情報・データフォーマッ

トなどを整備したサイト

ⅳ）循環ビジネス人材教育・アドバイザー派遣事業における研修メニューや派遣事例を紹

介するサイト

ⅴ)児童・生徒向け循環教育のための派遣講師検索や見学施設検索を行うサイト

ⅵ）循環ビジネスに関する専門家による回答を行うQ&Aサイト

ⅶ）循環ビジネス・３Ｒ技術に関する先進事例、法規制や国の支援策の情報を提供するサ

イト

ⅷ）ISOの取得や環境報告書の発行などを横断的に検索する環境配慮企業情報を提供す

るサイト

ⅸ)関連する情報提供サイトと連携するサイト（リンクのサイト）

2) 国際関係の情報サイト

ⅰ）海外における廃棄物・リサイクル法制及び運用状況を提供するサイト、具体的には、中

国、東南アジア等現地に進出している日系企業が役立つ情報（①各国のリサイクル・廃

棄物関連の法制度及び運用状況、②現地における環境配慮生産の先進事例、③現地

のリサイクル・廃棄物処理施設の情報など）や欧米諸国のリサイクル・廃棄物関連法制

など

ⅱ）現地国政府向けの情報（①日本のリサイクル・廃棄物関係の法令やシステムの情報、

②日本の先進的なリサイクルや廃棄物処理の事例の英語版）
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3) その他の情報提供事業

従前からのパンフレット、冊子やポスターを活用した情報提供事業により、事業者並びに消

費者に対する循環型経済システム構築のための種々の法令の趣旨に基づいた３Ｒ活動の遵

守及び積極的な参加を図るために、廃棄物・リサイクル関連法についての情報提供を行う。

②目標（目指す結果、効果）：

・循環ビジネスに関連する横断的な検索を瞬時にして行えるポータルサイトを構築する。

1) 電子情報システムの整備（国内関係）

・消費者にとっては、従来ともすれば不完全であった環境配慮製品や環境配慮企業に関する

総合的な情報を簡便に検索することができ、その結果として環境配慮製品が普及・拡大す

るとともに、民間事業者による環境配慮製品の開発・生産が促進される。

・児童・生徒向けの循環教育支援サイトにより、次世代を担う子供達への循環教育が促進され

る。

・民間事業者にとっては、循環ビジネスや３Ｒ技術の先進的事例及びアドバイザリー事例に接

したり、研修メニューの検索やQ&Aにより、民間事業者の循環ビジネスへの参入や環境経

営への取組が促進される。

2) 電子情報システムの整備（国際関係）

・日本企業が進出している中国・東南アジア諸国等のリサイクル及び廃棄物関連の法制度や

運用状況の情報などが必ずしも十分ではなく、またアップデートされた情報が不足している

ため、これらの国際的な情報を整備することにより、アジア圏をはじめとする循環型社会構

築の促進に寄与する。

・また、欧米諸国のリサイクルや廃棄物関連の法制度に関しても、一つのサイトでの充実した

情報がないため、充実する必要がある。

3) その他情報提供事業

・パンフレット・ポスター配布先へアンケート調査し、資源有効利用促進法、容器包装リサイク

ル法等のリサイクル関連法制の認知度について以下の目標を達成することを目指す。

事業者：９０％、国民 ：７０％

・事業者による、本パンフレットを通じた施策の活用度を高める。

・容器包装リサイクル法上の義務者である特定事業者のリサイクル費用の支払いを徹底させ

未払者を減らす。

③ 指標；

・環境配慮製品・企業等の情報数

・ポータルサイトの閲覧件数

・先進事例数 （例：循環ビジネスアドバイザー派遣事業の派遣数）

・アンケート調査による事業者及び国民の資源有効利用促進法、容器包装リサイクル法等の

リサイクル関連法令の認知度

（参考指標）

・パンフレット・ポスターの作成配布

＊１２年度実績
・パンフレット

－「循環型社会に向けて」 : 82,000部
－「容器包装リサイクル法」 : 400,000部
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＊１３年度実績
・パンフレット

－「産業構造審議会リサイクルガイドライン」 : 55,000部
－「資源有効利用促進法早わかり」 : 55,000部
－「容器包装リサイクル法（１４年度版）」 ： 400,000部
－「識別表示（ ）」 ： 500,000部紙製容器包装、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製容器包装

－「容器包装法の趣旨説明用リーフレット」 ： 500,000部

④ モニタリング方法； ヒアリング等により調査を実施する。

⑤ 目標達成時期； 平成１６年度

⑥ 事後評価時期； 平成１７年度

＜予算額等＞

開始年度 終了年度 事業実施主体 主な対象者

平成９年度 平成１９年度 民間団体等 事業者、消費者（国民）等

H14FY予算額 H13FY予算額 総予算額 総執行額H15FY予算額

80,000 [千円] 56,072 [千円] 49,574[千円] [千円] [千円]

予算費目名：＜一般＞循環ネットワーク整備事業

(2)循環ビジネス人材教育・循環ビジネスアドバイザー派遣事業（予算：委託事業）

① 説明；

1)循環ビジネス関連

環境報告書・環境会計の導入、環境ラベルの導入、ＬＣＡの導入、環境調和型製品の開

発、ＤｆＥの実施、３Ｒ技術の導入、ゼロエミッションの推進といった企業、ＮＰＯ等の循環ビジ

ネスへの取組や普及活動を支援するため、企業内人材、ＮＰＯ関係者、企業・研究機関の

退職者等を対象に、各分野についての専門的知識を習得するための研修会を開催するとと

もに、各分野の専門家をアドバイザーとして登録し、中小企業、ＮＰＯ等に派遣する。

2)リサイクル教育関連

小中学生等を対象に、循環ビジネスや環境配慮製品の重要性に対する認識の定着を図

るため、児童・生徒向けに、企業、業界団体、自治体、消費者団体の環境リサイクル分野の

実務経験者をアドバイザーとして登録し、講師として小中学校等に派遣する。

また、上記１．においてアドバイザーに対する研修・育成も行う。

② 目標（目指す結果、効果）；

循環ビジネス、環境経営に係る人材育成、普及・導入のための研修・人材派遣を通じ、中

小企業等による循環ビジネスの創出・普及を促進するとともに、循環ビジネスの創出を通じ

た、我が国の経済活性化、産業競争力の強化を図る。

さらに、中長期観点から循環型経済システムの構築を推進していくためには、次代を担う

小中学生等に対して循環型生産・環境配慮製品の社会的価値、循環型システム・技術等に

関する教育を行い、循環型社会への基本的な意識を醸成していくことが不可欠である。

③ 指標；

1)循環ビジネス関連 ＜新規要求＞

・研修会開催数
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・研修会参加者数

・研修会参加者の満足度

・アドバイザーの登録人数

・アドバイザーの派遣日数

・派遣を受けた中小企業等の満足度

2)リサイクル教育関連

指 標 年間目標 13年度 14年度

実績値 実績値

教育を受けた小中学生の ５００人 ２９６人 ２３１人

人数（延べ人数））

リサイクル関連事業者の ５０人 ７４人 ７７人

講師登録数 （計：１５１人）

指導書作成数 ２種類 １種類 13年度版改定

実地体験数 ２０件 ５件 ５件

受講した小中学生の満足度 ８０％ ８０％ －

； 研修会（循環教育を含む。以下同様。）回数・参加者数、アドバイザー④ モニタリング方法

の登録人数・派遣日数を毎年度モニターする。また、毎事業年度終了後、研修会参加者、

アドバイザーを派遣した中小企業等にアンケート調査を行い、その効果を把握する。

； 平成１９年度⑤ 目標達成時期

； 平成１７年度⑥ 中間評価時期

； 平成２０年度⑦ 事後評価時期

＜予算額等＞

開始年度 終了年度 事業実施主体 主な対象者

平成１３年度 平成１９年度 民間団体等 中小企業、ＮＰＯ、小中学生等

H14FY予算額 H13FY予算額 総予算額 総執行額H15FY予算額

71,893 [千円] 8,242 [千円] 9,765 k[千円] [千円] [千円]

予算費目名：＜一般＞循環ビジネス人材教育・循環ビジネスアドバイザー派遣事業

(３)中小企業環境・安全等対応情報提供事業（予算：補助事業）

環境・安全等の課題に関して中小企業者が必要とする情報について、中小企業総合① 説明；

事業団が、自ら設置する相談窓口や都道府県等中小企業支援センターで開催する講習会等

（中小企業総合事業団から講師を派遣）を活用して中小企業者に提供する事業に対して補助す

る（定額補助）。

環境・安全等（法規制を含む。）に関して、中小企業者が必要とする情報を中小企② 目標；

業総合事業団の相談窓口の質の充実、都道府県等中小企業支援センターで開催する講習

会等の内容の充実を図る（講習会参加者の満足度を高める）ことにより、企業がこれらの分

野で直面する課題に対する取り組みの推進を図る。

③ 指標；

＜定量的指標＞

平成１２年度 平成１３年度

・講習会開催回数 183回 282回
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・講習会参加者数 約13,000人 約25,900人

・相談件数 約 2,150件 約 2,560件

定性的指標＞＜

・事後アンケート等による講習会出席者等の満足度（平成１３年６月）

講習会の内容に関する評価：

「非常に満足」(8.5%)、「満足」(36.0%)、「普通」(39.8%)、「不満」(7.3%)、

「非常に不満」(0.4%)、「無回答」(8.0%)

講習会参加者の意見：

「規制法の内容を具体的に理解できた」、「今後の対応手順が大変参考になった」等

の意見が多数寄せられている。

④ モニタリング方法；

・講習会回数、講習会参加者数、相談件数等制度の利用状況を、毎年度モニターする。

・講習会開催後に、参加者に対してアンケート調査を実施。

； 平成15年度（毎年度）⑤ 目標達成時期

； 平成15年度⑥ 事後評価時期

（特殊法人改革など）との関連；⑦ 行政改革

の中小企業総合事・特殊法人等整理合理化計画 (H13.12.18 特殊法人等改革推進本部）

業団部分より抜粋。

【情報提供等推進事業（専門家派遣、セミナー等）】

－コスト削減等事業の効率化により収支率を向上させ、国の財政負担を縮減する。

－外部評価を実施するとともに、外部評価の内容を国民に分かりやすい形で情報提供

する。

※ 従来１日１テーマで実施していた講習会を、複数テーマ（規制法）を用意して開催するこ

とで、講習会参加者数を多数募ることとなり、また、受講者にとってみれば１日の受講で

複数の規制法に関する知識が増える等、予算が縮小する中、投入コストに対するアウト

プットは大きくなっている(H12FY→H13FY参照）。

総予算額、総執行額は平成14年度までの累計額。＜予算額等＞

開始年度 終了年度 事業実施主体 主な対象者

平成１２年度 平成１７年度 中小企業総合事業団 中小企業者等

H14FY予算額 H13FY予算額 総予算額 総執行額H15FY予算額

221,289 [千円] 277,378 [千円] 346,723 [千円] 987,746 [千円] 756,577 [千円]

予算費目名：＜一般＞（項）中小企業対策費（大事項）中小企業総合事業団の事業運営に必要な経費
（目）中小企業総合事業団補助金（うち 中小企業環境・安全等対応情報提供事業）

(４) 自動車リサイクル促進普及情報提供事業（予算：委託事業）

の意義、仕組みについて関① 説明； 平成１４年７月１２日に公布された自動車リサイクル法

係事業者、ユーザー等の理解を促し、適正な排出、処理、費用の支払いが行われることを

担保し、新たなリサイクルシステムの円滑な実施を促進する。

具体的には、パンフレット、ポスター等の作成・配布及び本省及び経済産業局担当者等

による４７都道府県でのユーザー向け、関係事業者向けの説明会を行う。

自動車リサイクル法施行に向けて、自動車ユーザー及び関係事業者による同法② 目標；
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の円滑な実施のために必要な情報を提供する。具体的には、平成１５年度中に４７都道府

県（全都道府県）での実施、同法の本格施行（平成１６年末頃を目途）までに自動車ユー

ザー及び関係事業者に新しい自動車リサイクルシステム（自動車リサイクル料金の前払い

など）の周知を行う。

・説明会の開催都道府県数③ 指標；

・パンフレット、ポスター等配布数

（製造、販売、整備、解体、シュレッダー事業者に限らず、運送、リース、保険、ガソリンスタンド

等自動車利用・関連部門を含め、広範囲に配布）

・法律施行前の事業者登録件数

・法律施行後の自動車リサイクル費用の支払率

産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会自動車リサイ④ モニタリング方法；

クルワーキンググループにおいて適宜実施状況（説明会の開催、パンフレット・ポスターの

配付）の報告を行う。

⑤ 目標達成時期； 未定

⑥ 事後評価時期； 平成１６年度 （見直し時期）

＜予算額等＞

開始年度 終了年度 事業実施主体 主な対象者

自動車ユーザー、自動車関連業者平成１４年度 未定 国

H14FY予算額 H13FY予算額 総予算額 総執行額H15FY予算額

67,904 [千円] 70,919 [千円] － [千円] [千円] [千円]

予算費目名：＜一般＞自動車リサイクル促進普及情報提供事業

(５)循環型製品・システム市場化開発調査 （予算：委託事業）

使用済み製品や廃棄物をリサイクルして新たな用途に用いられる製品について① 説明；

試作品の製造を行い、性能試験、安全性試験、市場調査等を実施するとともに、試作品の

普及を図るため、展示会等を実施する。

② 目標（目指す結果、効果）；

・経済的な新規リサイクル製品の開発に資する調査研究を行い、その調査結果の普及啓発に

より、新規リサイクル製品の需要を拡大させることにより、循環型経済社会構築に寄与する。

・実用化率８０％を目指す。

③ 指標；

製品等への実用化率（採択件数／実用化件数）・

・対象廃棄物の新規用途への使用量

※ 事業成果フォローアップ調査：

平成１０年度調査 平成１３年度調査

採択件数 19件（平成8～9年度） 23件（平成10～12年度）

実用化(*)件数 14件 19件

実用化率 74% 83%

(*)：実用化＝「実用化された、または実用化に向けて継続的な努力がなされている」

事業実施者に対するフォローアップ調査④ モニタリング方法；

⑤ 目標達成時期； 平成１７年度
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⑥ 中間評価時期； 平成１６年度 （見直し時期）

＜予算額等＞

開始年度 終了年度 事業実施主体 主な対象者

平成３年度 平成２２年度 民間団体等 民間企業等

H14FY予算額 H13FY予算額 総予算額 総執行額H15FY予算額

84,858 [千円] 91,818 [千円] 100,764 [千円] [千円] [千円]

予算費目名：＜一般＞廃棄物等処理再資源化推進委託費 循環ビジネス振興事業

４．有識者、ユーザー等の各種意見
（○各種政府決定等との関係、○会計検査院による指摘、総務省による行政評価、行政監察及び国会による警告決議等の状況を含む。）

(1)循環ネットワーク整備事業（予算：委託費）

資源有効利用促進法第８条において、「国は、教育活動、広報活動等を通じて、再生資源

の利用の促進に関する国民の理解を深めるとともに、その実施に関する国民の協力を求める

よう努めなければならない」と規定している。

また、容器包装リサイクル法の国会成立時における衆議院附帯決議においては本法が十

分な効果を上げるよう啓発普及に努めることとされている。

(2)循環ビジネス人材教育・循環ビジネスアドバイザー派遣事業（予算：委託事業）

1)循環ビジネス関連

産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会循環ビジネスワーキンググループ

において、循環ビジネスの創出、環境経営の促進のための支援の必要性が提言されてい

る。

2)リサイクル教育関連

第１４７会通常国会において資源有効利用促進法が成立した時の衆議院付帯決議におい

て環境教育を総合的・体系的に推進するための措置を講ずるべきとされているところ。

また、今年度から施行される新たな指導要領における 「総合的な学習の時間」の取扱い

においては、児童・生徒の問題解決能力を育てるため、情報、環境などの横断的課題、児

童・生徒の興味・関心に基づく課題なとについて学習活動を行うものとされている。

(３)中小企業環境・安全等対応情報提供事業

都道府県等中小企業支援センターからは、リサイクル関連の講習会の開催希望が多数出

されている状況。（平成12年度３類型支援センターブロック会議等）

また、中小企業者からは、平成12年度に実施した講習会時のアンケートの中でＩＳＯ14000

等の取得方法等に関する情報提供の希望が多数出されている。

(4)自動車リサイクル促進普及情報提供事業

・一般の消費者はなかなか疑問を出しにくいので、説明会（質疑応答も含めて）を開いて欲し

い（Ｈ13年：審議会委員）

・４７都道府県での説明会を開催など関係事業者への十分な周知が必要（Ｈ13年：事業者ヒア

リング意見／パブリックコメント意見等）

・また、「環境保全には費用がかかることを行政が周知徹底すべき」「一般ユーザーへの周知
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徹底期間を設けて施行すべき」等の意見も出されている。（Ｈ13年：パブリックコメント意見）

(５)循環型製品・システム市場化開発調査 （予算：委託事業）

資源有効利用促進法の成立時には、衆議院附帯決議において、「民間能力を最大限に活

用しつつ事業者の廃棄物・リサイクル対策への一層の取り組みを促す観点から、資源の有効

利用に関連する技術開発、施設設備等に対する支援等に努めること。」としている。

５．有効性、効率性等の評価
（○手段の適正性、○効果とコストに関する分析（効率性）（○特別要求などについては、民間需要創出効果、雇用創出効果）、○受益者負担）

(1)循環ネットワーク整備事業（予算：委託費）

①手段の適正性

大量生産・大量消費・大量廃棄型の経済システムから循環型経済システムへの転換を円滑

に進めていくためには、循環型経済システムの担い手である消費者（及び将来の担い手であ

る児童・生徒）と民間事業者とがそれぞれの役割を果たすことが重要であるが、従来、消費者

向けの環境配慮製品に関する情報（児童・生徒への循環教育支援）、循環ビジネスの担い手

である民間事業者（特に中小企業等）への先導的事例や環境経営への情報提供が不足して

いる。

循環型経済システムの構築を速やかに進めていくためには、国自らが速やかにかつ公平な

立場で、これらの情報提供を行う仕組みを構築することが重要である。

また、パンフレット・ポスターの作成・配付を行うことは、事業者や消費者への周知に大きく

役立つものである。

② 効果とコストとの関係に関する分析 ；（効率性）

（コスト） ８０百万円 （１５年度予算額）

（効果）

本事業は、この様な情報提供事業に対して民間事業者単独では、システム構築に係る費

用負担が難しいことから、国が自ら実施するものである。こうしたシステムを一度構築すること

で、多数の消費者による環境配慮製品の購入や児童・生徒への循環教育の促進、多くの中小

企業を中心とする民間事業者の循環ビジネスへの参入や環境経営への取組が促進され、そ

の効果は多大なものと想定される。

また、資源有効利用促進法、容器包装リサイクル法における制度等（３Ｒの重要性、関係者

の役割、処理費用の負担等）の周知が図られることにより、消費者の適正な分別排出の定着

や、容器包装に関係する事業者の適正な費用支払い等容器包装等の適切なリサイクル・処

理が担保されることとなる。

③ 適切な受益者負担；

本事業は、循環型経済システムへの転換を早急に進めるために、消費者への情報提供、

児童・生徒への循環教育や民間事業者の循環ビジネス・環境経営への取組を支援するため

のものであり、民間事業者や消費者等に負担を強いることではなく、国が必要な費用を負担

するもの。

また、法施行を円滑に実施するための情報提供の側面もあり、国が金額を負担することは

適切である。
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(2)循環ビジネス人材教育・循環ビジネスアドバイザー派遣事業（予算：委託事業）<新規>

① 手段の適正性

1)循環ビジネス関連

大量生産・大量消費・大量廃棄型の経済システムから循環型経済システムへの転換を

円滑に進めていくためには、循環型経済システムの担い手となる、民間主体による「循環

ビジネス」の創出、発展が重要であり、企業、ＮＰＯ等の循環ビジネスへの取組や普及活

動を支援するため、人材の育成、専門家による適切なアドバイスは必要不可欠である。

特に、中小企業、ＮＰＯ等がこうした取組を実施するには、人材・資金等で困難な面が多

いこと、また事業の実施に際しては各分野に知見を有する団体により事業を一括して実施

することが効率的であることから、これらに対して国が積極的に対処することが重要であ

る。

2)リサイクル教育関連

平成１２年度から試行的に実施され平成１４年度から施行される「新中学校学習指導要

領」における「総合的な学習の時間」の取扱いにおいては、生徒の問題解決能力を育てるた

め、情報、環境などの横断的課題、生徒の興味・関心に基づく課題、地域や学校の特色に

応じた課題などについて学習活動を行うものとされ、見学や調査などの体験的な学習を積

極的に取り入れることとされている。このようなことから、資源を有効に活用する必要性の高

い我が国において、その重要性等を小中学生に対し、教育することは重要である。

② 効果とコストとの関係に関する分析 ；（効率性）

（コスト） ７２百万円 （１５年度予算額）

（効果） 本事業は、全国規模での循環ビジネスの取組を支援することが可能である。ま

た、将来の循環型経済システムの担い手となる児童・生徒に対して循環型教育を実施す

ることは、将来において多大な効果が期待されるものである。

③適切な受益者負担；

循環ビジネス関連については、大量生産・大量消費・大量廃棄型の経済システムから循

環型経済システムへの転換を円滑に進めていくためには、循環型経済システムの担い手と

なる、民間主体による「循環ビジネス」の創出、発展が重要であるが、循環ビジネスが直接

収益に結びつかない場合や初期投資が多大で短期的に収益に結びつかない場合など、国

として積極的に支援する必要があること、また本事業は不特定多数の企業、ＮＰＯ等を対象

に実施するものであることから、受益者負担を求めることは適切でない。

リサイクル教育関連については、あくまでも教育の一貫として実施することから受益者に

負担を求めるものではない。

(３)中小企業環境・安全等対応情報提供事業

①手段の適正性

地球温暖化や循環型社会の形成等、環境・安全等に係る問題は、近年急速に顕在化して

おり、また、それらに対する規制等の変化も著しく、企業の経営判断の上での重点項目となっ

ているため、特に国の施策（法規制）に中小企業者が適切に対応するための情報提供が必

要であり、このために、中小企業施策の実施機関としてのノウハウを活用できる中小企業総

合事業団に対して、情報を提供するのに必要な経費を補助する。
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また、実施テーマが多数あるため、各テーマごとに知見を有する団体による情報提供を

ツールとするよりも、中小企業総合事業団で一括して事業を実施する方が効率的であり全国
的規模での情報提供の効果が期待できる。

なお、実施テーマについては毎年度行政処分や社会的な動向を踏まえて、スクラップアン

ドビルドを行っている。

②効果とコストとの関係に関する分析

（コスト） ２２１百万円 （１５年度予算額）

（効果）中小企業総合事業団が有する専門家人材を活用した窓口相談及び講師の派遣によ

り情報提供を行うものであるから、民間人材が不足する都道府県の中小企業者に対しても

偏りなく、全国的規模の情報提供ができる。

③適切な受益者負担

本事業は、不特定多数の中小企業者に対して情報提供するのに係る経費を補助するもの

であり、事業者への受益者負担を求めることは適切でない。

(４)自動車リサイクル促進普及情報提供事業

①手段の適正性；

４７都道府県での全国説明会を実施する際には、業界団体に所属していない事業者も含

め、周辺地域の自動車ユーザー、関係事業者に直接対面で自動車リサイクル法の意義、仕

組みを説明すること（一度に複数の参加者に対して）が可能であるとともに、質疑対応が可能

である。併せて、都道府県担当者との情報共有及び意見交換も可能となる。その結果、漏れ

の無い周知徹底及び制度の円滑かつ確実な実施を効率的に担保することが可能となる。

また、パンフレット・ポスターの作成・配付を行うことにより、自動車販売店、自動車関連商

品販売店、ガソリンスタンド、サービスエリア、駅、政府、地方公共団体、陸運支局、自動車教

習所等における配付、掲示が可能となり、自動車ユーザー及び関係事業者への周知に大きく

役立つ。

② 効果とコストとの関係に関する分析（効率性）；

自動車リサイクル法における、新たな制度（リサイクル・処理費用の負担、関係者の役割、

関係事業者の登録制度等）の周知が図られることにより、７０００万台を越える自動車のユー

ザーに対して費用支払いを促し、円滑な費用徴収が図られる。また、１０万を越える関係事業

者の円滑な登録の実施が図られる結果、使用済自動車の適切なリサイクル・処理が担保され

る。

具体的には、仮に自動車１台当たりの処理費用を２万円（仮定）とした場合、リサイクル費

用が支払われない場合には、その費用

７０００万台 × ２万円（仮定）＝ １．４兆円

を税金等により負担しない限り、新制度は機能しないことになる。仮に、１割の自動車ユー

ザーの理解が図られれば1,400億円の効果が上がることとなり、本事業の実施による費用対

効果は優れている。

加えて、本事業の実施により、新制度を機能させる上で不可欠な使用済自動車のリサイク

ル・処理事業者の参画を図ることにより、着実な費用徴収ともあいまって、適切なリサイクル・

処理の実施が確保されることとなる。

百万円 （１５年度予算額）（コスト） ６８
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（効果） １，４００，０００百万円 ＋ 資源有効利用・環境負荷低減

③ 適切な受益者負担；

本事業は法施行を円滑に実施するための事業であり、国が金額を負担するもの。従って、

受益者負担の観点からも適切である。

(５)循環型製品・システム市場化開発調査 （予算：委託事業）

① 手段の適正性

循環型社会を構成するリサイクルシステムを構築するに当たっては、単に製品の回収及びリ

サイクル段階でのシステム手当をすれば良いのではなく、リサイクルされ製品が市場で利用され

ることにより、リサイクルの環が完結することが必要である。当該取組の成果は特定の事業者に

留まらず、広く循環型社会全体の構築に資するものであることから公益性が存在する。リサイク

ル製品の開発や用途拡大はバージン材による製品と比して価格面での競争条件が厳しい場合

が多く、市場に任せておくだけでは十分な取組が期待できない。また、開発された当該リサイク

ル製品に関する情報を公的なものとし、多くの企業等に広く周知することが可能となる。

さらに、グリーン購入法の完全施行に伴い、国自らが本事業で開発調査した製品をグリーン

購入法の対象とすることなど、本事業とグリーン購入法とが一体となって、従来以上の重要の拡

大を図っていくことが期待される。

② 効果とコストとの関係に関する分析 ；（効率性）

（コスト） ８５百万円 （１５年度予算額）

（効果）製品・業種等を特定せず、使用済み製品や廃棄物を市場化するために開発調査し、

その成果を広く周知することにより、循環型社会形成に向けて貢献が期待される。

③ 適切な受益者負担；

本事業は、廃棄物等の市場化を促進するための事業であることから、事業者への受益者

負担を求めることは適切ではない。


